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長野県では全国に先駆 けて,公 共工事の入札制度改革 に取 り組んできた.そ の中の1つ が

指名競争入札方式か ら受注希望型競争入札方式への転換である.受 注希望型競争入札方式の

導入によって,落 札率が減少 し談合 はほぼ排除 され たとみなせ る反面,県 内の建設業者にと

っては競争 の激化 につなが り,か つ年 々公共工事の投資額が減少 している背景 と相まって,
厳 しい経営状況に追い込まれた.そ こで,建 設業界が衰退 してい くのを防止す るために長野

県では予定価格に対 して失格基準価格 を平成15年 に設定 した.長 野県の失格基準価格は時

代状況,背 景によ り,数 度 改定 されているが,本 研究では長野県が平成16年 に実施 した建

設工事コス ト調査,並 びに長野県建設業組合が平成18年 に実施 した建設工事 コス ト調査の

データを用いて,失 格基準改定の前後における建設工事 コス トの比較を主に損益率 とい う指

標 を用いて行 った.

その結果,本 研究では失格基準改定により落札率や損益率は改善 したが ,依 然 として県内
建設業者 は厳 しい経営状況 であることが指摘できた.

【キー ワー ド】 受注希望型競争入札方式,失 格基準価格,損 益 リスクモデル

1.は じめに

長野県では全国に先駆 けて,「透明性」・「競争性」・
「客観性」・「公平 ・公正性」の確保を入札制度改革の

理念に掲 げ,公 共工事の入札制度改革 に取 り組んでき

た.そ の中の1つ が,指 名競争入札方式か ら受注希望

型競争入札方式への転換である.受 注希望型競争入札

方式の導入によって,落 札率が減少 し談合がほぼ排除

されたと思われ る.し か しなが ら,県 内の建設業者に

とっては競争の激化につなが り,さ らに図1に 示す よ

うに年々公共工事の投資額 が減少 している反面,建 設

業許可者数 は減少 してい るものの減少 率が小 さい背

景 と相まって,厳 しい経営状況 に追い込まれている.

県内建設業者の多 くは工事のほ とん どを公共工事に

依存 しているため,公 共工事の仕事が無い場合は人件

費や設備費等の固定費用だ けがかか ることになって

しまい,経 営を圧迫 してい る.そ のために,少 しで も

売 り上げを得 るために非常 に無理な落札金額 で落札

しようとする業者が,ダ ンピング入札 を行 う事例がみ

られるようになった.こ のよ うな破滅的競争によって

建設業者が衰退 してい くのを防止するために長野県

では予定価格 に対 して失格基準の価格を平成15年 に

設定 した.長 野県の失格基準価格は時代の状況や背景

により,数 度 にわたって改定 されているが,本 研究で

は,長 野県が平成16年 に実施 した建設工事 コス ト調

査,並 びに長野県建設業協会が平成18年 に実施 した

建設工事 コス ト調査 のデー タを用いて,失 格基準改定

の前後にお ける建設工事 コス トの損益率を損益 リス

ク関数 とす ることを提案 し,損 益 リスクモデルを構築

する.

図1長 野県の公共事業費と建設業許可業者数
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表1長 野県における失格基準価格の変遷

2.長 野県における失格基準価格 の変遷1)2)

長野県は平成15年2月 に建設 工事な どの入札制度

をあらため,指 名競争入札方式か ら受注希望型競争入

札方式 とした.そ の結果,図2に 示 した平均落札率の

推移か ら見て とれ るよ うに,平 均落札率がそれまでの

図2長 野県における建設工事の平均落札率の推移

95%を 上回る水準か ら約20%も 下がることとなった.

但 し,平 成14年 度については平成15年2.月 か ら2か

月分は受注希望型競争入札が導入 され てい るため,

88.8%(平 成14年4月 ～平成15年1月:92.6%,平

成15年2～3.月:64.8%)と なってい る.入 札方式の

変更後,落 札率の下落が非常に大きかったため,平 成

15年4月 に失格基準価格を導入 した.失 格基準価格 と

は,工 事において,こ の価格未満の入札者は契約対象

か ら除外す るとい う基準 となる価格である.表1に 長

野県における失格基準価格の変遷 を示す.

3.建 設工事 コス ト調査 に よる受注業者 の現状

3.1建 設工事 コス ト調査3)4)

コス ト調査 は長野県 におけ る公共工事の受注業者

に対 して行 った工事 に関す る様 々な費用の調査であ

る.平 成16年 度 に長野県が実施 し,さ らに(社)長 野

県建設業協会が平成16年 当時 と平成18年 とでは,入

札制度や社会状況が変化 しているとの理由で平成18

年にあらためて実施 した.平 成16年 度 に長野県が実

施 した71件 に関 しては,財 務諸表 に関する調査では

なく,建 設業者 が税務署に申請す る書類に偽 りはない
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とい うことを証明す る税務統計に関す る調査である.

なお,平 成18年 度の建設業協会の調査は長野県が

平成16年 度,平 成17年 度 に発注 した公共工事の総件

数7,442件 か ら,予 定価格等のデータが無い工事14

件について無効データ とし排除 し7,428件 を母集団 と

し,こ の母集団か ら調査対象工事 を無作為抽出 し,327

件の工事 を抽出 している.ま た調査票は,郵 送にて発

送 ・回収 を行なわれ,さ らに調査の内容お よび記入方

法についての説明会が北信 ・東信 ・中信 ・南信の各地

区で行われた.調 査票を発送 した調査対象工事327件

に対 して,実 際に調査票を回収できたのが174件 であ

り回収率は,53.2%で あった.回 収 したデータの中で,

工事が完了 していない等で調 査票が未記入 であった

ものが10件,税 理士等の印鑑 または根拠資料の無か

ったものが32件 あ り,有 効デー タは132件(平 成16

年度分65件,平 成17年 度分67件)で あった.

またコス ト調査 の調 査項 目を以 下の(1)か ら(6)に示

す.

(1)最 終契約金額(税 抜き)

(2)最 終実行予算(決 算額)

最終実行予算:直 接工事費+諸 経費

諸経費:共 通仮設費+現 場管理費+一 般管理費

(3)直 接工事費

(4)共 通仮設費(運搬費,準 備費,安 全費,技 術管理費,

その他の費用)

(5)現 場管理費(労 務管理費,安 全訓練費,租 税公課,

保険料,従 業員給料手当,法 定福利費,事 務用品

費,通 信交通費,工 事登録費,そ の他の費用)

(6)一 般管理費(役員報酬,従 業員給料手当,法 定福利

費,福 利厚生費,事 務用品費,通 信交通費,動 力 ・

用水光熱費,減 価償却費,租 税公課,契 約保証費,

その他の費用)

ただ し,平 成18年 度に建設業協会が実施 したコス

ト調査における(1)～(6)のデー タ提供 は得 られたが,平

成16年 度に長野県が実施 したコス ト調査 における(4)
～(6)のデータ提供は得 られ なかった.

3.2落 札率 と損益率

落札率 とはある工事におけ る落札価格 を予定価格

に対 して,パ ーセン ト表示 で表 した指標 である.以 下

に算出方法を表示す る.

落札率=
落札価格

予定価格
×100

また,損 益率 とはある工事にお ける損益額を最終契

約金額に対 して,パ ーセン ト表示で表 した指標である.

以下に算出方法 を表示する.

損益率=
最終契約金額-最 終実行予算

最終契約金額
×100

損益率は最終契約金額＞最終実行予算,つ まり事業

者 に利潤がある場合 は正の値 とな り,逆 に赤字工事の

場合は負の値 とな る.

3.3損 益率と落札率及び事業規模 との関係

長野県では先 に示 したよ うに時代背景や状況,さ ら

にはより最適な基準作 りを目指 し,試 行錯誤 を繰 り返

しなが ら,数 度の失格基準の改定を行 っている.こ れ

は公共事業に関す る仕事量の減少,及 び受注希望型競

争入札による競争の激化により,建 設業にとって厳 し

い経 営状況 となってい ることも大 きな要因 の一つで

あろ う.県 が失格基準 を改定す ることで落札率は上が

っているが,落 札率の上昇がはた して建設業者にとっ

てプラスに働 いているのか.い いかえれば落札率の上

昇が損 率を下げ益率 を上げるこ とに繋がっているの

かを知るために,図3に 平成16年 度実施のコス ト調

査の工事データ71件 による落札率 と損益率を示 した.

これ より,損 益率は約-63%～ 約16%の 範囲で分布 を

してお り,落 札率は約43%～ 約95%の 範囲で分布 し

ていることが分か る.

なお,損 益率 ・落札率のPearson相 関の検定結果を

表2に 示す.ど の程度の相関係数が得 られれば相関が

ある といえるかの一般的な判断の指標5)を 表3に 示 し,

この値を参考 に相 関の強 さを判断 した.Pearsonの 相

関係数は0.4＜0.606＜0.7で あることか ら,損 益率と落

札率 との間には有意水準1%で 比較的強い相関がある

図3平 成16年 度実施の コス ト調査の工事データの

損益率分布(対 落札率)

表2Pearson相 関の検定結果

相関係数

**・相 関係数 は1%水 準 で有意(両 側)
。
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表3相 関係数による相関の強弱の指標

図4平 成18年 度実施のコス ト調査の工事データの

損益率分布(平 成16年 度分)

表4Pearson相 関の検定結果(平 成16年 度分)

*・相関係数は5%水 準で有意(両 側) 。

図5平 成18年 度実施のコス ト調査の工事デー タの

損益率分布(平 成17年 度分)

表5Pearson相 関の検定結果(平 成17年 度分)

ことが分かった.つ ま り,失 格基準の改定によって落

札率 を上昇 させ ることは,損 率 を下げるか,益 率を上

昇 させ,建 設業者に とってプラスに働いていることが

分かる.

次に平成18年 度に行 われたコス ト調査データを用

いて平成16年 度 と平成17年 度の損益分布の比較 を行

った.図4,5に 損益率の分布 を示 した.た だし,こ

こでは事業規模 との関連性 の検討 を合 わせて行 うた

めに,最 終契約金額 と損益率の分布図 とした.平 成16

年度分 のコス ト調査 の工事では75.4%(49件/65件)

が損益率0%未 満の採算割れの工事であることが分か

る.調 査データは,損 益率や約-63%～ 約16%の 範 囲

で分布 をしてお り,最 終契約金額 と損益率の相関の検

定結果 を表4に 示す.ま た平成17年 度分では64.2%

(43件/67件)が 損益率0%未 満の採算割れの工事であ

ることが分かる.損 益率は約-41%～ 約20%の 範囲で

分布 をしている.最 終契約金額 と損益率のPearson相

関の検定結果を表5に 示す.図4,5の 結果か ら,平

静16年 度末の失格基準の改定 によって,損 益率がか

な り改善 されてい ることがわかった.さ らに事業規模

の小 さな工事ほ ど損益率にば らつきが生 じ,大 きな損

を出す リスクを含んでいることがわかった.

4.建 設 コス ト調査 デー タ を用 いた失格基準改定前

後の損益率比較

4.1最 終契約金額 と最終実行予算の比較

平成18年 度に長野県建設業協会が実施 したコス ト

調査 における最終契約金額 と最終実行予算 を図6に 平

成16年 度工事分,図7に 平成17年 度工事分 を示す.

二つの図において破線 は(最終実行予算)=(最 終契

約金額)と なることを示 しているので,破 線 よ り低い

部分は採算割れの工事 とい うことになる.

平成16年 度工事分の調査データか ら求められ た回帰

分析の結果,Yを 最終契約金額,Xを 最終実行予算 と

して近似式は,

Y=0.906(31.5)X-18.37(-0.19)(1)

と推定された.な お決定係数R2は0.94で,()内 はt

値 を示す.

同様 に平成17年 度 工事分の調査データでは,

Y=0.995(57.9)X-81.62(-1.1)(2)

と推定され,ま た決定係数R2は0981で,()内 はt値

を示す.

―340―



図6平 成16年 度工事最終実行予算観測値

図7平 成17年 度工事最終実行予算観測値

以上の結果よ り,失 格基準価格の改定によって採算

割れの工事数は改善 され,さ らに,2つ の直線におけ

るY軸 方向の差で表 され る損額が大きく改善 され て

いることが分か る.

4.2期 待損益率の推定と比較

ここでは平成18年 度に(社)長 野県建設業協会が実

施 した調査データをもとに期待損益率の推定を行 う.

平成16年 度実施工事分の損益率の累積確率分布を

図8に 示す.調 査データに損益率が約-63%の 工事が1

件含 まれていたが,他 のデータの損益率 と比べ極端に

低 く,事 故である可能性が高い と「断 したため,そ の

データは除いた.

平成16年 度工事分の期待損益率(%)E(X)を 計算す

ると,

E(X)=(-47.5)(0.048)+(-42.5)(0.048)+…

+(12.5)(0.048)+(17.5)(0.016)

E(X)=-13.79(%)と なった.

また,事 象Fを,F={損 益率0%未 満の工事}と 定義す

ると,図7か ら損益率0%未 満の工事の確率P(F)は,

P(F)=P[X<0]=0.742と なる.

また平成17年 度工事分の調査データをもちいて,

平成17年 度工事分を対象 とした実施工事 における期

待損益率の推定を行 った.損 益率の累積確率関数を図

9に 示す.

平成17年 度工事分の期待損益率(%)E(X)を 計算す

ると,

E(X)=(-42.5)(0.03)+(-37.5)(0)+…

+(17.5)(0.075)+(22.5)(0 .015)

E(X)=-4.81(%)と な っ た.

損 益 率-40%未 満 の2件 は 他 の 損 益 率 よ り極 端 に

低 く,事 故 で あ る可 能 性 が あ り,そ の2件 を除 い た

場 合 の期 待 損 益 率 は-3.65%と な っ た.ま た,事 象F

を,F={損 益 率0%未 満 の工 事}と 定義 す る と,図9か

図8損 益率の累積確率分布(平成16年 度分)

図9損 益率の累積確率分布(平成17年 度分)
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ら損益率0%未 満 の工事 の確 率P(F)は,

P(F)=P[X＜0]=0.64と なる.

特徴的な点 としては,損 益率が-20%未 満で変化 が大

きく見られ,改 定前は38.1%で あったが改定後は6%

とな り,失 格基準の改定 によって,落 札率が上がった

ことによ り損益率の底上 げが成 された とい う結果が

え られた.

次 に3.3で 工事金額 の大小 に よって損益率に違 い

があるこ とがわかったので,こ こでは工事金額3000

万円を境 に区分 して分析 を行 った.3000万 円を区

切 りとしたのは調査 デー タの最 終実行 金額 の平均

値 が約3000万 円 とな ってい るか らで ある.図10～

13に 年度別 カテ ゴリー別 の損益額の累積確率分布図

を示 した.さ らに表6に それぞれの期待損益額E(X)と

損益 率0%未 満 の工事の確率P(F)=P[X＜0]を 示 した.

失格 基準の改定前後 を比較 してみ る と,3000万 円

未満 の工事では,損 益額が一250万 円未満 で大 きく

改善 され,改 定前は52.4%で あ ったのに対 し,改

定後は9.5%で あった.ま た,利 益 の生 じてい る工

事 について も,改 定前 は17.4%で あったのに対 し,

改定後 は40.5%と な り,大 幅 な改 善がみ られた.

しか し,依 然 として59.5%の 業者 が赤字工事 とな

図10損 益額の 累積確率分布

(平成16年 度分,3000万 円未満)

図11損 益額の累積確率分布

(平成16年 度分,3000万 円以上)

図12損 益額の累積確率分布

(平成17年 度分,3000万 円未満)

図13損 益額の累積確率分布

(平成17年 度分,3000万 円以上)

表6期 待損益額 と損益率096未 満の工事確率

ってい るこ とか ら,確 実 に適正 な利潤 を確保 できる

状況 とは程遠 く,さ らなる失格基準価格の改正が必

要 である と考 える.

5.損 益 リスクモデルの構築 と最適失格率の分析

平成16年 度 と平成17年 度では落札率が6.2%上 昇

しているが,こ れは平均失格基準が予定価格の約70%

(平成16年 度工事の入札経過書より得 られ る予定価

格 に対する失格基準価格の割合の平均値 よ り求めた)

か ら77.5%(平 成17年 度 工事 の失格基 準価格 が

75.0%か ら80.0%の 間 と定め られ てお りその平均値

である77.5%を 使用 した)に 上昇 していることに起因

している.さ らに年間を通 してみれば,損 益率の生起

確率はひ とつの分布型 とみなす ことができよう.そ こ

で本研究では累積確 率分布 を損益 リスク関数 とみ な

し,両 年度の関連性 を見出す ことによって,失 格基準
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を考慮 した損益率 リスクモデル を構築 し,最 適な失格

基準率を予測す ることとした.

損益 リスクモデル は試行錯誤 した結果,式(3)に 示

す ようなロジスティック型 の関数を選んだ.

(3)

ただ しx:損 益率,α,β:パ ラメータ

モデル の推定結果 を表7に,モ デル型を図14,15に 示

す.

モデルの推定結果を見てみる と,平 成16年 度 と平

成17年 度では αの値が半分になっている.損 益率の

期待値が0と なるのは αの値が0の 時である.平 均失

格基準が予定価格 の約70%か ら77.5%に 上昇す るこ

表7モ デルの推定結果

図14損 益 リスクモデル(平 成16年 度)

図15損 益 リスクモデル(平 成17年 度)

とよ りαの値が1.39か ら0.649に 減少 してい ること

を考慮 し,本 モデル の分析結果か ら推測す ると失格基

準が約85%の とき損益 リスクの期待値が0と なる.

ただ し業界全体 をひ とつ として考 えるな らば失格

基準が約85%と なることが最適 と言えるであろうが,

業者間で損益にば らつきができ,一 部の業者がマイナ

スの リスクを背負 うことになって しま うであろ う.そ

こでプ ラスとマイナ スの リスクを担保す るよ うな政

策 を合わせて行 う必要があろ う.

6.ま とめ

本研 究では全国の都 道府 県で逸早 く公共 工事の入

札制度改革 に取 り組んできた長野県の受注希望型競

争入札方式導入 に着 目した.受 注希望型競争入札方式

導入 によって,落 札率が減少 し談合がほぼ排除 された

が,そ の一方で建設業者間の競争が激化 し,公 共事業

が急激に削減 されていることもあいまって,県 内の建

設業者は厳 しい経営環境に晒 されている。このため県

はよ りよい入札制度 を目指 して,改 良を重ねている.

本研究は建設工事 コス ト調査のデータを用い,損 益

率 と最終契約金額や落札率の関係 を明らかに した.さ

らに,建 設工事 コス トの損益率を損益 リスク関数 とみ

な して,損 益 リスクモデルの構築 を提案 した.そ の結

果,最 終契約金額の大き さによって損益率に違いがあ

ることがわか り,ま た失格基準の変更によって損益率

が大 きく改善 されてい ることがわかった.さ らに損益

リスクモデル を用いて失格基 準改定の前後 の比較す

ることにより,失格基準が約85%の とき損益 リスクの

期待値が0と なることがわかった.

現在 の入札制度 では損益 リスクを業者 が背負 って

い るため,こ うした損益 リスクを業界全体あるいは発

注側 と共有 してい く必要があると思われ,保 証金制度

や入札ボ ン ド制度 を視野に入れ た研究 を進めてい き

たい.
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The Comparison of the Construction Cost in Front and Back of the Disqualification Marker

Price Revision with Construction Cost Investigation

By Yoshihiko Sejimo, Tatsuo Takase, and Ken Koyama

Nagano wrestled with bid system reform of the public construction ahead of the whole country. One of the reforms

is the switch from to general competitive bidding. As a result, it is considered that the collusion was almost removed

because of decrease of the successful bid rate. But the constructer was driven into the severe management situation.

So Nagano set disqualification marker price in H15 because of prevention of the decline of construction industry. In

this study, I compared the construction cost in front and back of the disqualification marker revision using the

construction cost investigation that Nagano carried out in H16 and that Nagano construction industry association 

carried out in H18.

In this study, the successful bid rate and the profit and loss rate were improved by a disqualification standard

revision but the constructer still faces the severe management situation. So it is suggested to the introduction of the

guaranty system to protect the person of order and of the bid bond system to protect the person of ordering.
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